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経常一般財源等総額に占める

扶助費充当経常一般財源の割合（右メモリ）
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② 扶助費に充当する経常一般財源の推移等

○ 経常一般財源等総額に占める扶助費充当経常一般財源の割合は、令和５年度は

21.5%となりました。金額は 407 億円となり、平成 19 年度と比較して約 1.9 倍、

約 196 億円増加しました。 

○ 社会保障関係経費は年々増加傾向であり、拘束される一般財源の割合が大きくな

っています。 

③ 社会保障関係経費の財源

○ 社会保障関係経費の増加により、区が負担する一般財源は増加しています。

○ 消費税率引き上げに伴い、引き上げ分の地方消費税収は「社会保障施策に要する

経費」に充てるものとされております。しかし、清算基準の見直し（不合理な税制

改正）により、税率引き上げによる増収額を実質的に失っている状況です。 

○ 扶助費、特別会計繰出金の一般財源充当分と地方消費税交付金（社会保障財源分）

の差は令和５年度で約 630 億円となっており、区の負担は増えている状況です。 

経常一般財源等総額に占める扶助費充当経常一般財源の割合等の推移 

※ 「扶助費充当経常一般財源」とは、扶助費（経常分）から充当する特定財源（国・都支出金等）を除いた金額を指す。 

※ 「経常一般財源等総額」とは、特別区税や特別区交付金などの使途が特定されない収入の金額を指す。 
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［大田区］地方消費税交付金（社会保障財源分）と
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